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日本のＩＴ戦略と企業の対応
米　田　公　丸
１．はじめに
２．e-Japan戦略
３．ニュー・エコノミーと生産性
４．新規株式公開について
５．日系企業の新展開
６．情報革命による新しい市場の展開
１．はじめに
　日本の総体的な国際競争力は残念ながら低下を続けている。スイスの The International Institute
for Management Development 発表の The World Competitiveness Report1に依れば日本の国際競争力は
1996年には世界の第４位であったが、1997年には17位、以後20位（'98）、24位（'99）、24位
（'00），26位（'01）と低迷し、先進諸国の中にあって低位にある（表１)。競争力の算出は、
Economic performance（68 criteria)、Government efficiency（84 criteria)、Business efficiency（60
criteria)、Infrastructure（74 criteria) に基づいているが、日本の場合には行政部門と教育部門の情
報化の遅れが生産性の非効率を齎している。知識創発のための環境整備が21世紀の各国の国際競争
力を決定するために、欧米・アジア諸国はＩＴ基盤の構築・整備を国家戦略として集中的に進めて
いる。日本のＩＴ革命に対する取り組みの遅れの主要因は、地域通信市場の独占による高い通信料
金、公正・活発な競争を妨げている規制の存在等、制度的な問題にあると言える。
　日本は競争力の低下に加えて、社会の透明度が Transparency International の2001 Corruption
Perception Index2によれば（表２)、日本のランクは21番目（スコアは7.1）で、先進国の中では低
位にランクされている．市場に於ける取引行為が不透明であることを示している．
２．e-Japan戦略
　このような現状を踏まえて、「聖域なき構造改革」を掲げる小泉政権の下で首相官邸にＩＴ戦略
本部が設置され、2001年１月に e-Japan 戦略が発表された。3現在の日本社会に、産業革命に匹敵す
るＩＴ革命によって歴史的大転換をもたらし、ＩＴの進歩により知識の相互連鎖的進化が高度な付
加価値を生み出す知識創発型社会への移行を容易にし、繁栄の持続と国民の豊かな生活を実現する
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国家基盤確立の必要性の認識に基づく戦略の構築を基本理念としている。基本戦略の必要性として
「世界最先端のＩＴ環境の実現に向け、必要な制度改革や施策を５年間で緊急・集中的に実行する
には、国家戦略を構築して国民全体で構想を共有することが重要である。民間は自由で公正な競争
を通じて様様な創意工夫を行い、政府は、市場が円滑に機能するような環境整備を迅速に行う」。
目指すべき社会として「（1)全ての国民が情報リテラシーを備え、豊富な知識と情報を交流し得る。
(2)競争原理に基づき、常に多様で効率的な経済構造に向けた改革が推進される。(3)知識創発型社
会の地球規模での発展に向けて積極的な国際貢献を行う。」を明記している。
表１　THE WORLD COMPETITIVENESS SCOREBOARD
Ranking as of April 2001
RankingsCountry
2001 2000 1999 1998 1997
Usa  1  1  1  1  1
Singapore  2  2  2  2  2
Finland  3  4  5  6  7
Luxembourg  4  6  3  3  8
Netherlands  5  3  4  4  4
Hong Kong  6 12  6  5  3
Ireland  7  5  8  7 10
Sweden  8 14 14 16 19
Canada  9  8 10  8  6
Switzerland 10  7  7  9 12
Australia 11 10 11 12 15
Germany 12 11 12 15 16
Iceland 13  9 13 18 21
Austria 14 15 18 24 20
Denmark 15 13  9 10 13
Israel 16 21 22 25 25
Belgium 17 19 21 23 23
Taiwan 18 20 15 14 18
U.K. 19 16 19 13  9
Norway 20 17 16 11  5
New Zealand 21 18 17 17 11
Estonia 22 - - - -
Spain 23 23 20 26 26
Chile 24 25 25 27 24
France 25 22 23 22 22
Japan 26 24 24 20 17
Hungary 27 26 26 28 37
Korea 28 28 41 36 30
Malaysia 29 27 28 19 14
Greece 30 34 32 33 36
Brazil 31 31 34 35 34
Italy 32 32 30 31 39
China 33 30 29 21 27
Portugal 34 29 27 29 32
Czech Rep. 35 40 37 37 33
Mexico 36 33 35 34 40
Slovak Rep. 37 - - - -
Thailand 38 35 36 41 31
Slovenia 39 36 39 - -
Philippines 40 37 31 32 29
India 41 39 42 38 41
South Africa 42 43 43 42 42
Argentina 43 41 33 30 28
Turkey 44 42 38 39 35
Russia 45 47 46 43 46
Colombia 46 45 45 45 45
Poland 47 38 40 44 43
Venezuela 48 46 44 46 44
Indonesia 49 44 47 40 38
（出所）http://www. imd.ch/wch/ranking/pastresults.html
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表２　2001 Corruption Perceptions Index
rank Country surveys used devlation range
 1Finland 9.9  7 0.6 9.2-10.6
 2Denmark 9.5  7 0.7 8.8-10.6
 3New Zealand 9.4  7 0.6 8.6-10.2
 4 Iceland 9.2  6 1.1 7.4-10.1
Singapore 9.2 12 0.5 8.5-9.9
 6Sweden 9.0  8 0.5 8.2-9.7
 7Canada 8.9  8 0.5 8.2-9.7
 8Netherlands 8.8  7 0.3 8.4-9.2
 9Luxenbourg 8.7  6 0.5 8.1-9.5
10Norway 8.6  7 0.8 7.4-9.6
11Australia 8.5  9 0.9 6.8-9.4
12Switzerland 8.4  7 0.5 7.4-9.2
13Untted Kingdom 8.3  9 0.5 7.4-8.8
14Hong kong 7.9 11 0.5 7.2-8.7
15Austria 7.8  7 0.5 7.2-8.7
16 Israel 7.6  8 0.3 7.3-8.1
United States 7.6 11 0.7 6.1-9.0
18Chile 7.5  9 0.6 6.5-8.5
Ireland 7.5  7 0.3 6.8-7.9
20Germany 7.4  8 0.8 5.8-8.6
21 Japan 7.1 11 0.9 5.6-8.4
22Spain 7.0  8 0.7 5.8-8.1
23France 6.7  8 0.8 5.6-7.8
24Belgium 6.6  7 0.7 5.7-7.6
25Portugal 6.3  8 0.8 5.3-7.4
26Botswana 6.0  3 0.5 5.6-6.6
27Taiwan 5.9 11 1.0 4.6-7.3
28Estonia 5.6  5 0.3 5.0-6.0
29 Italy 5.5  9 1.0 4.0-6.9
30Namibia 5.4  3 1.4 3.8-6.7
31Hungary 5.3 10 0.8 4.0-6.2
Trinidad & Tobago 5.3  3 1.5 3.8-6.9
Tunisia 5.3  3 1.3 3.8-6.5
34Slovenia 5.2  7 1.0 4.1-7.1
35Uruguay 5.1  4 0.7 4.4-5.8
36Malaysia 5.0 11 0.7 3.8-5.9
37 Jordan 4.9  4 0.8 3.8-5.7
38Lithuania 4.8  5 1.5 3.8-7.5
South Africa 4.8 10 0.7 3.8-5.6
（出所）Global Corruption Report 2001., Transparency International.
　　　　http://www.transparency.org/documents/
　　　　http://www.globalcorruptionreport.org
　そして重点政策分野として、（1)超高速ネットワーク・インフラ整備及び競争政策、(2)人材育成
の充実・強化、(3)電子商取引等の促進、(4)行政の情報化、電子政府の実現、(5)高度情報通信
ネットワークの安全性及び信頼性の確保、(6)国民生活への普及、があげられている。(1)に関して
目標は、５年以内に少なくとも3,000万世帯が高速インターネット・アクセス網に、1,000万世帯が
超高速インターネット・アクセス網（目安として30～100Mbps）に常時接続可能な世界最高水準の
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インターネット網の環境整備を促進し、必要とする全ての国民が低廉な料金で利用できるようにす
る。１年以内に有線・無線の多様なアクセス網により、全ての国民が極めて安価にインターネット
網に常時接続することを可能にする。(2)に関して、インターネット接続環境の整備で国民の情報
リテラシーの向上、ＩＴを指導する人材の育成、ＩＴ技術者・研究者の育成（2005年までに米国水
準を上回る高度なＩＴ技術者・研究者を確保しＩＴ人的資源大国になる）及びコンテンツ・クリエ
イターの育成に取り組み、人材という基盤を強固なものとする。(3)に関して、2002年までに電子
商取引を阻害する規制を改革、既存ルールの解釈の明確化、電子契約ルールや消費者保護等に関す
る法整備等、誰もが安心して電子商取引に参加できる制度基盤と市場ルールを整備し、電子商取引
の大幅な普及を促進する。(4)に関して、2003年までに行政（国・地方公共団体）内部の電子化、
官民接点のオンライン化、行政情報のインターネット公開・利用促進、地方公共団体の取り組み支
援等を推進し、電子情報を紙情報と同等に扱う行政を実現し、幅広い国民・事業者のＩＴ化を促す。
(5)に関して、国民生活や社会経済活動に大きな影響を及ぼすものについて、不正アクセス等の脅
威に起因するサービス提供機能の停止をゼロにする。サイバーテロ対策官民連絡・連携体制の確立。
(6)に関しては,世界最先端のＩＴ国家の姿を国民のみならず世界に広く提示する、としている。
　e-Japan重点計画、e-Japan2002プログラムの加速・前倒し（ＩＴ関連構造改革工程表）によれば、
ＩＴ人材育成の充実に関して、学校教育の情報化により学校、図書館等の超高速インターネット接
続の推進及び関連するＩＴ環境の整備、小中高等学校へのＩＴ専門家１万人派遣を表明している。
米国の場合、クリントン政権下で1993年以降、財政赤字は急速に改善されたが、しかし、決して教
育、訓練、技術開発に関して財政支援を惜しむことなく、むしろ積極的に財政支出を増大していっ
た。幼稚園から高校（Ｋ－12）の教育に対する新技術導入の積極的支援政策、アメリカ人の大学進
学の支援、アメリカ人労働者への積極的な訓練機会の提供等多様なプログラムが用意され、それら
がアメリカ経済の持続的成長に貢献した。研究開発に対する支援も重要である。2004年まで延長さ
れた The Research and Experimentation Tax Credit をはじめ、 Internet Tax Freedom Act 、
Telecommunications Act of 1996等は市場での競争を通して、利用料金の低下と選択の可能性をもた
らし、家庭や企業におけるブロード・バンド・ネットワークの速やかな利用を可能にした。日本は
シンガポール、韓国等と比較しても大幅な遅れをとっている。(図１）情報化の進展に伴う
“digital divide”は国家間の競争力に大きな格差を齎す。日本は国を挙げての情報リテラシーの向
上は急務である。
３．ニュ－・エコノミーと生産性
　1987年７月12日の New York Review of Booksにノーベル経済学賞受賞の経済学者 Robert Solow博
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士が“You can see the computer age everywhere but in the productivity statistics.”と述べ、以後生産性に
関する「ソロー・パラドックス」として長い論争を巻き起こした。主たる論点は、現象面では(1)
生産性上昇の加速、(2)景気循環の消滅、(3)株式相場の上昇、要因面では、(1)グローバル化、(2)
情報化、(3)規制緩和、(4)労働市場等の変化に関連付けて論じられた。
図１　Potential output is estimated to be growing faster in the United States than in the
　　　euro area and Japan, with the gap widening in the last few years.
OECD Estimates of Growth in Potential Output
Note: The euro area includes Austria, Belgium, Finland, France, Germany, Ireland, Italy, Luxembourg, the
Netherlands, Portugal, and Spain.
Source: Organization for Economic Cooperation and Development.
　Brooking Institutionの Jack E. Triplett博士が“The Solow productivity paradox: what do computers do
to productivity？”を Canadian Journal of Economics、4に掲載している。非常に明快に論点を整理し
ている。主要な論点は以下の如くである。
(1)You don't see computers“everywhere,”in a meaningful economic sense. Computers and information
processing equipment are relatively small share of GDP and of the capital stock.
(2)You only think you see computers everywhere. Government hedonic price indexes for computers fall
“too fast,”according to this position, and therefore measured real computer output growth is also
“too fast,”
(3)You may not see computers everywhere, but in the industrial sectors where you most see them, output
is poorly measured. Examples are finance and insurance, which are heavy users of information
technology and where even the concept of output is poorly specified.
(4)Whether or not you see computers everywhere, some of what they do is not counted in economic
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statistics. Examples are consumption on the job, convenience, better user-interface, and so forth.
(5)You don't see computers in the productivity statistics yet, but wait a bit and you will. This is the
analogy with the diffusion of electricity; the idea that the productivity implications of a new
technology are only visible with a long lag.
(6)You see computers everywhere but in the productivity statistics because computers are not as
productive as you think. Here, there are many anecdotes, such as failed computer system design
projects, but there are also assertions from computer science that computer and software design has
taken a wrong turn.
(7)There is no paradox: some economists are counting innovations and new products on an arithmetic
scale when they should count on a logarithmic scale.
　上記(3)に関して Zvi Griliches を引用して明快に述べている。5即ち、“Why has this（computer
investment）not translated itself into visible productivity gains？ The major answer to this puzzle is very
simple: over three-quarters of this investment has gone into our“unmeasurable”sectors and thus its
productivity effects, which are likely to be quite real, are largely invisible in the data.”（p.11）で、ＩＴ化
による米国経済の生産性への寄与が明確でないことは、1992年のデータに拠れば民間企業のコン
ピューター関連投資の70％以上が商業（20.0％）、金融・保険・不動産（37.8％）、その他のサービ
ス業（13.9％）で行われおり、これらの部門は、生産統計は正確に集計されていない為に、結果と
して貢献が過小に出ているとした。
　ＩＴ化による生産性上昇の加速が検証できるか？に関して、2001年の Economic Report of the
President, The Annual Report of the Council of Economic Advisersで、1990年代後半の生産性の加速
1.58％に対してＩＴによる生産性加速の寄与度は0.80％で、従って貢献割合は50.6％としている。
ＩＴ利用度の高い産業は利用度の低い産業に比較して労働生産性の上昇率が高いことを示している。
（図２)、（図３)、（図４)、（図５）日本の企業におけるＩＴ化の経済効果に関して、ミクロの企業
行動、経営戦略、産業ごとの投資行動の側面から非常に興味ある研究の要約が報告された。6
　情報通信関連投資（ＩＴ投資）の対ＧＤＰ比率が全産業の平均比率を上回っている産業は、電気
機械、精密機械、運輸・通信、サービスの４産業で、資本ストックの面から見るとこの４産業が全
体の70％を占めている。しかし、これらを米国のＩＴ資本ストックと比較すると大きく遅れている。
日本と米国のＩＴ資本ストックの全資本ストックに対する比率を比較すると、米国では６産業が
20％を超えているが日本では20％を超えている産業は皆無である。ＩＴ資本ストックのみでなく全
生産要素生産性でみると、1980年代の日本の産業はほとんど生産性を向上させていたが、1990年代
後半には国民経済計算における22産業のうち、12産業は生産性が低下している。残る10産業のうち
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電気機械、精密機械、金融・保険、運輸・通信といった産業では、ＩＴ化が進んでおり、産業成長
の80％以上が生産性の向上によって達成されている。また、他産業のＩＴ資本ストックの蓄積は自
産業の成長の61％をもたらしている。ＩＴ資本の外部効果である。生産性向上効果の波及経路に関
して、製品の需要側でＩＴ化が進んでいると、その製品を提供する産業の生産性は向上するが、Ｉ
Ｔ化が進んでいる産業から製品を購入する側の生産性の向上にはつながっていない。
　この指摘は重要である。情報通信関連製品の価格低下によって生産性が向上した米国に対して、
日本のＩＴ投資ブームを背景にした産業の拡大が、ＩＴ先進国の需要によって引き起こされ、米国
のブームが終わると日本のブームも消滅してしまうのは、日本は需要依存のＩＴ化に過ぎず、ＩＴ
化を利用して内発的に事業を起こし生産性を向上していく要素が乏しいことを示している。日本企
業の場合、ＩＴ化の進んだ製品を購入しても人材不足で生産性向上につなげられないケースが多い。
米国の場合、ＩＴ化による生産性向上が単なる技術の進展によるのではなく、1990年代後半の持続
的な好景気の要因は適切な人材の十分の供給があって初めて可能であった。
　ＩＴ化の進展がマクロの労働の生産性に貢献するルートは、(1)ＩＴ産業自体の効率性の上昇
（Total Factor Productivity）、(2)ＩＴストックの蓄積に伴う労働の資本装備率（K/L）の上昇
(Capital Deepening)、(3)ＩＴストックの蓄積がその他の資本のストックや労働力にもたらす
Synergy effect（ＩＴユーザーのＴＦＰの上昇）に分けられる。7ＩＴ産業の効率性については、コ
ンピュータや半導体などのＩＴ産業の生産性上昇は顕著である。ＩＴストックの蓄積については、
ＩＴストックの全資本ストックに占めるウェイトが、1999年には14％に達するなど最近急速にＩＴ
資本の深化が進んでいる。業種別に見ると、ＴＦＰとＩＴストック比率（ＩＴストック／全資本ス
トック）との相関関係は高いことから、ＩＴストックのシナジー効果の寄与も小さくないと考えら
れ、ＩＴ全体の生産性上昇への寄与は大きいと推察される。シナジー効果を含めたＩＴが生産性上
昇に与える全体的効果を試算するために労働生産性上昇率を、一般資本ストックの装備率、ＩＴス
トックの一般資本ストックに対する比率、設備稼働率で説明する推計を行った結果、1990年代後半
の労働生産性上昇率のうち、90％程度がＩＴストックの一般資本ストックに対する比率の高まりに
よって説明されるという結果が得られたと言われる。
　小泉内閣の e-Japan 戦略において重点分野として人材育成の強化を掲げ、インターネット接続環
境の整備による国民の情報リテラシーの向上、ＩＴを指導する人材の育成、ＩＴ技術者・研究者の
育成（2005年までに米国水準を上回る高度なＩＴ技術者・研究者を確保）及びコンテンツ・クリエ
イターの育成に取り組み、人材という基盤を強固なものにするとしている。
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図２　The rate of productivity growth increased after 1995.
Output per Hour in the Nonfarm Business Sector
Note: Productivity is the average of income-and product-side measures. Productivity for 2000 is inferred
from the first three quarters. Shading indicates recessions.
Sources: Department of Commerce (Bureau of Economic Analysis) and Department of Labor (Bureau of
Labor Statistics).
図３　Computer Prices and Investment in Information Technology by Major Industries
Note: Information technology comprises and peripheral equipment, software, and communications equipment.
Sources: Department of Commerce (Bureau of Economic Analysis) and Department of Labor (Bureau of Labor
Statistics).
Sharp decreases in computer prices have encouraged economy-wide investment in
information technology.
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図４　As prices fell over the 1990s. real investment in computers and peripheral equipment
　　　increased dramatically.
Prices and Real Investment in Computers and Peripheral Equipment
Real Investment (billions of chained 1996 dollars)
Note: The values for 2000 are averages of the first three quarters.
Source: Department of Commerce (Bureau of Economic Analysis).
図５　As investment in computers soared after 1995, investment in software nearly tripled
　　　desplite little reduction in prices.
Prices and Real Investment in Software
Real Investment (billions of chained 1996 dollars)
Note: the values for 2000 are averages of the first three quarters.
Source: Department of Commerce (Bureau of Economic Analysis).
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３．新規株式公開について
　Venture Capital に加えて一般資本市場においてＩＰＯ（Initial Public Offerings 新規株式公開）は
非常に重要な資本の供給源である。1993年から2000年11月末の間ＩＰＯは3,190億ドル即ちそれ以
前20年間の調達額の２倍以上に達した。勿論、実績のある企業にとって重要な資金調達手段である
が、特に新規の情報関連企業とかバイオテクノロジー関連企業の資金調達手段として重要である。
しかし、1998年の末から2000年３月までに見られたＩＰＯの公開初日の売出し価格とその日の終値
の格差は異常な過熱状態を示した。(図６）技術情報やソフトウェア－をオンラインで提供してい
るアースウェブ社の場合、1998年11月10日の公開初日のうちに株価が14ドルから終値48.69ドルま
で上昇した。248％の上昇である。その２日後に、顧客のウェブページのデザインを支援サービス
するザ・グローブ・ドット・コムが株式を公開した。１株９ドルが公開初日の終値で63.50ドルと
なった。606％の上昇率である。1998年の末には同社の株価は32ドル強まで下がり、1999年７月に
は18ドル前後で取引されるにいたった。しかし、1999年にＩＰＯブームは更に過熱していった。
（図７）この異常さは投資家の「非理性的な潤沢な資金力」と、証券引受け業者の株価に対する過
小評価に拠るもとの考えられる。
　インターネット・バブルの渦中での投資に関して多くのリスクが存在している。ＩＰＯ銘柄投資
における罠、インターネット投資関連詐欺、株式市場へのアプローチにおける自信過剰の危険性、
「弾み買い投資」の落とし穴等がある。何れも、完全知識・情報の共有を可能にする筈のインター
ネット投資に関連して、人間の貪欲さと他の人もやっているからと模倣する考えが蔓延し、過剰な
ギャンブルにのめり込み、詐欺の被害に遭い、リスクを過小評価して大焼けどをするにいたる。
　インターネットを利用した詐欺師も多く出現していると報じられている。ヴィールスの蔓延も酷
い。電子メールやウェブを利用して一度に数百万人の潜在的投資家にアプローチして、効率よく詐
欺ビジネスを実行し、一攫千金のチャンスを期待する投資家から巻き上げる輩がネット上で徘徊し
ている。又ある企業に関して虚偽の好材料をネット上で流布し不当に株価を吊り上げる「ポンプ・
アンド・ダンプ」方式の詐欺師が、企業のインサイダーと共謀し、不当に上昇した株価で一気に売
り払うこともあるという。全て企業に関する情報透明度の欠如によるものであるが、現状では日常
茶飯事といえる。不良債権処理に関して多くの日本人が不満に感じているのも企業の情報透明度の
欠如である。
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図６　First-day returns for initial public offerings soared in 1999-2000.
First-Day Returns for Initial Public Offerings
Note: The first-day return is the percent by which the first-day closing price exceeds the ofier price. The value for
2000 is based on date through November 30.
Sources: Jay Ritter, University of Florida, based on Securtties Data Corporation data, and J.P. Morgan.
図７　The value of funds raised in initial public offerings has risen, and the number of offerings
　　　has been high.
Number and Gross Proceeds of Initial Public Offerings
Note: The values for 2000 are based on data through November 30.
Sources: Jay Ritter, University of Florida, based on Securtties Data Corporation Data, and J.P. Morgan.
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４．日本企業の新展開：受託製造会社（Foundry）の誕生
　半導体不況が深刻の度を増した2001年は、過剰投資が生むシリコンサイクルに加えて、世界のパ
ソコン需要が急速に縮小し、９月11日の米国同時テロも作用して需要回復の兆しが必ずしも明確で
はない。今年の初めから輸出の激減を経験したアジア諸国・地域における最近のハイテク製品の輸
出動向は、やや下げ止まりの兆しが出始めていると言えるのであろうか。シンガポール貿易開発庁
のインターネットで配信される統計によれば、石油及び再輸出を除く11月の輸出額は前年同月比で
見れば21.1％減で、９月の30.7％減に比較して減少幅が縮小し、通信機器の輸出額で見れば前年同
月比で3.1％増加している。台湾のパソコン大手、仁宝電脳工業（COMPAL Electronics）の2001年
11月の売上高は、前月比で11.5％増の90億9,700万台湾ドル（約341億１千万円、１台湾ドル＝3.75
円）で、８月の55億７千万台湾ドルに比較して63.2％の増加であった。11月の売上高の内容はノー
ト型ＰＣが前月比で７％増の31万台、ＬＣＤモニター出荷前月比増加20％の12万１千台であった。
仁宝電脳工業はデル・コンピュータと China Direct Shipment と呼ばれる受託方式で受注した。それ
に従って中国江蘇省の昆山輸出加工区に昆山工場を建設し、生産した完成品を直接デル・コン
ピュータの海外ユーザー向けに出荷するものである。後段階の組立工程,配送作業等が省略出来る
ため、大幅なコスト削減が可能とされているが、中国の非効率な通関作業のために最終の顧客の手
元に届くまでに、台湾から出荷する Taiwan Direct Shipment に比較して２倍の８時間を要するとさ
れる。輸出全体でみれば台湾は９月に－31.5％を記録し10月、11月の減少幅は10％台であった。こ
れが本格的回復軌道に乗るかどうかは米国の景気の先行きに大きく依存している。現在の輸出の持
ち直しが最終需要の回復によるものか、アメリカ企業の在庫増加によるものかどうかについては不
明である。
　2001年 2月18日に東芝がパソコン用の主要半導体である DRAM 事業から撤退すると発表した。
存続を託したドイツの Infineon との事業統合交渉は条件が折り合わず、関連会社の Dominion
Semiconductor（在Manassas, Virginia）の DRAM 生産工場を2002年１月末にMicronに売却すること
になった。Micron と Hynix は現在提携交渉を進めている。世界の DRAM 市場は Micron と
Samsung の寡占状態になる。2000年の DRAM 市場のシェア－は、Samsung（22.9％)、Micron
（20.4％)、Hynix（18.9％)、Infineon（9.4％)、NEC（6.4％)、Toshiba（6.3％)、Hitachi（3.7％)、
Mitsubishi（2.7％)、Others（9.3％）であった。ＩＴ不況が長期化の様相を示しているが、128メ
ガ・ビット DRAM のスポット価格が１ドルを割り込んだのは2001年 0月31日であった。市場の共
通認識として DRAM 価格の１ドル割れは旧世代品種の生産停止に伴う処分価格とされ、次世代256
メガ・ビット品が、出荷量ベースで128メガ・ビット品を上回るのは、2002年第二４半期頃と考え
られているので、現行の主力品種が低価格で処分されるのは異常である。これは DRAM 需要の約
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60％を占めるＰＣ需要の減少、個人消費の低迷によるものであると考えられる。ＰＣ向け DRAM
の需要はＰＣ自体の需要と、ＰＣ１台当りに搭載されるメモリー容量に依存する。データ記憶容量
単位ビットの成長率はムーアの法則によれば18ヶ月で２倍になるとされるが、2001年は40％の成長
率と見られている。ＩＴ不況の中にあって利益率の高い次世代品種へ生産各社が移行を急いだ結果、
需給バランスが崩れ供給過剰に陥った結果である。256メガ・ビット品のスポット価格はすでに１
個２ドル前後と採算ラインを下回る水準と言われる。
　半導体需要は年率13％で市場成長が約束されていると考えられてきたが、日本を含めて世界の半
導体メーカーにとって需要減退と回復予想の不透明の中で市場からの撤退が現実化して来た。企業
経営にとって適切な対応が求められることを示している。Intel は2001年３月に黒字経営にもかか
わらず5,000人の人員削減を発表し、Samsung 電子は好況期に人員削減を進め、コスト競争力を手
中に収めトップの座を守っている。Samsung は次々世代512メガ・ビット品の量産を世界の工場に
先駆けて開始した。Hynix も債権銀行団による6,500億ウォン（約650億円）の新規融資の合意を受
けて10～12月期に4,500億ウォン（約450億円）を投資、生産ラインの更新をする。日系企業は成熟
事業から成長事業へ経営資源のダイナミックな転換を遅らしてしまったと言える。実際、128メ
ガ・ビット DRAM の１ドル割れを主導したのは韓国勢の Samsung、Hynix の２社で、Samsung が
Hynix を振るい落とすために低価格攻勢に出て、韓国２社と市場の平均価格との価格差は10％に開
き、日系企業はシェアの後退と収益悪化を余儀なくされた。韓国半導体メーカーが製造原価をはる
かに下回る価格で日本市場に殴り込みをかけてきたと、日本政府にダンピング提訴する方針を明ら
かにしたのは、東芝、ＮＥＣ、日立製作所、三菱電機の半導体大手４社である。
　半導体産業の雁行形態的展開を米国、日本、韓国で観察することが出来る。1985年、日本の半導
体メーカーは主力64キロ・ビット DRAM と256キロ・ビット DRAM を、米国市場に原価割れで売
り込んだ。半導体生産におけるラーニング・カーブによる生産コスト削減の特性によるものとされ
たが、実態は1984年度の設備投資過剰の償却負担を軽減するための生産増加と販売促進であった。
Intel、AMD、Motorola などは DRAM 市場から撤退を余儀なくされた。新興の Micron Technology
が日本勢に立ち向かい1985年６月にダンピング提訴をし、1986年９月に日米半導体協定締結となっ
た。あれから16年後にキロ・ビットからメガ・ビットへと３桁拡大し、かって訴えられた業界が今
訴える側に回っている。半導体産業の発展過程の皮肉と言えるだろうか。DRAM 市場のリーダー
であった日本企業は、経営的に窮地にある値崩れの仕掛企業 Hynixを揺さぶり、市場から撤退させ
ることにより復権できると考えているのであれば、産業発展の本質的動向を直視しなければならな
いだろう。韓国企業の攻勢が収まっても、やがて中国企業が同様の行動様式を踏襲することは必至
といってよい。半導体製造装置には超微細加工技術が組み込まれ、ＩＣの中のネジとなってきた
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DRAM の生産には、人件費、資本コストが重要な競争力の源泉となっている。Intel はＭＰＵ（超
小型演算処理装置）に、Texas Instrument は Signal Processorsに経営基盤を移すことによって、先発
メーカーは設計・ソフトウエア－の高付加価値へ転進したのであった。日本企業には事業の継続に
固執しないで、事業再編の戦略を立て次なる転進が求められている。1990年代の日本経済の停滞で、
日本企業は事業展開の動向を見失い、転進のチャンスを見逃し、歴史を顧みず貴重な時間を空費し
たことになるのではないだろうか。東芝は経営資源を今後フラッシュメモリーやシステムＬＳＩ等
に集中投入することにしている。
　ＮＥＣ、日立製作所、三菱電機、東芝、富士通、沖電気工業、松下電器産業等の国内主要半導体
メーカー11社が共同で、次世代半導体生産の新会社（受託製造会社：Foundry）の設立を検討して
いる。最先端の超微細加工技術を用いる工場の建設に着手し、2002年には主としてデジタル・テレ
ビ、通信機器向けの大容量のデータが処理できる最先端システムＬＳＩなどの生産を行うことにな
る。次世代半導体は回路の線幅が0.10ミクロン以下の極めて微細な半導体であり、巨額の赤字を抱
えて設備投資を大幅に抑制している現段階で、次世代型工場を建設するためには少なくとも2,000
億円以上の投資を必要とする。現在、実用化されている最先端の半導体は線幅0.13～0.18ミクロン
で、線幅が微細になるほど半導体チップが小型化し、データの処理速度が向上する。次世代半導体
の本格的な量産は2003年以降になると考えられているが、米国の Intel は2001年に75億ドル（約
9,750億円）投資し、韓国の Samsung 電子は2002年に2,500億円の投資を計画し、次世代半導体工
場を稼動する予定である。半導体の小型化、高性能化により、容易に携帯電話や携帯情報端末で映
画やスポーツなどの高精細の動画像を、リアルタイムに受信・表示することが可能になる。ＰＣや
通信機器などの幅広い分野での利用が期待され、半導体メーカーや製造装置メーカーは熾烈な技術
開発競争を展開している現状である。
　汎用品生産に関して日本企業は台湾、韓国のメーカーにコスト競争力で太刀打できない状況にあ
る。台湾における受託製造会社 Foundry の台頭は、業界における製造技術を標準化し生産効率を追
求した結果であった。そして、生産時間の短縮とそれに伴うコスト競争力で日本メーカーを駆逐し
ていった。最先端製品に的を絞った日本企業連合による日本版 Foundry の創出は、共同で開発した
製造技術をもとに、出資メーカーの要請に応じて受託生産する、多品種少量スピード生産の高効率
工場を指向している。8
米国の主要メーカー２社において共同開発により、コンピューターを瞬時に立ち上げるＭＲＡＭ
（magnetic random access memory）の開発が進んで、2004年までに商用化されることを報告してい
る。9米国においては1993年 National Cooperative Research and Production Act によって、technology
allianceが進展し1998年までに通信､電子､輸送機器産業の741の research joint ventureが登録された｡
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図８　Supply Chain management has reduced inventories.
Inventory-to-Sales Ratio in Manufacturing and Trade
Source: Department of Commerce (Bureau of the Census).
図９　The United States leads the industrial countries in several measures of information
　　　technology use.
Indicators of the Pervasiveness of Information Technology
Sources: Organization for Economic Cooperation and Development and World Bank.
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５．情報革命による新しい市場の展開
　市場における競争の定義に完全競争（perfect competition）、純粋競争（pure competition）、不完全
競争（imperfect competition）がある．完全競争と純粋競争の相違は市場参加者が完全情報・知識を
保有しているかどうかである。ＩＴ革命によってこの完全情報の保有の可能性が現実のものとなり
つつあると考えられる．現在においては残念ながら情報の非対称性が存在し、経済的取引にあたっ
て、取引参加者全員に必要・十分の情報が行き渡らず、特定の者だけに偏在している。現実の経済
活動はその様な状態を前提として制度が作られ運用されている。G. Akerlofの market for lemonsは
情報の非対称の研究をより精緻なものとした。中古車市場に限らず、労働市場、金融市場、医療市
場 (診療活動の場)、保険市場など我々の周囲の全ての市場は、情報の非対称を前提として構成さ
れている。しかし、ＩＴ革命により若干の新展開が期待される。Supply Chain Management は多く
の企業で採用されている。Suppliers-Manufacturers-Warehouses and Distribution Centers-Customers の
chain が完結するためには、夫々の段階で完全な情報が不可欠である。情報を最大限取り入れるこ
とによってはじめて運営が可能となる。(図８）しかし、イノヴェーションは J. A. Schumpeterに拠
れば、(1)the introduction of a new and significantly different product、(2)the introduction of a new
method of production、(3)the opening of a new market、(4)the conquest of a new source of raw materials
or half manufactured goods、(5)the new organization of any industry の５つ10を挙げている。研究開発
による新製品が登場するという、よりダイナミックな始発期の展開は、供給が需要を生む Say's
Law が働くが、時間を置いてＳＣＭの導入が可能となる。完全情報・完全競争の前提として、情
報の供給者が他人を害することなく自己目的の最適化・効率化を求めるものとしなくてはならない
が、現実は楽観できない。意図的で悪質なヴィールスがネット・ワークを徘徊している。そして、
有害な情報が氾濫している。ＩＴ化の結果、完全競争が達成され情報の非対称が解消されることは
保証の限りではないが、しかし一歩一歩と前進することは間違いない。先進諸国間で見ると日本の
ＩＴ利用・普及は遅れている。(図９）e-Japan戦略の着実な達成を期待したい。
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